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■ お客さま志向の取組みの評価・処遇への反映
「お客さま志向取組計画」の取組結果を各組織の評価に反映しています。
（「お客さま志向取組計画」については、Ｐ．06、Ｐ．20をご参照ください）

お客さま満足度を支社等の営業拠点の評価に反映しています。なお、2020年度の「お客さま満足度調査」の
結果は、以下のとおり、いずれも過去最高値となりました。

当社では、従業員の評価制度にお客さま志向の取組状況を反映しています。

総合満足度 うち「満足」 うち「満足」 うち「満足」
営業担当者に
対する満足度

ご加入商品に
対する満足度

満足度 64.8％ 29.0％ 67.8％ 55.9％ 64.8％ 35.3％

役職員（内勤職員）
お客さま志向にかかる志・姿勢や思考・行動の状況を、職務登用等に反映しています。

ＭＹライフプランアドバイザー（営業職員）
ＭＹライフプランアドバイザー（営業職員）の基本業務にアフターフォローを設定し、その取組状況
やお客さま対応力を評価し、処遇に反映しています。

2020年度「お客さま満足度調査」結果

うち「満足」

49.2％

団体保険や団体年金をご契約いただいている民間企業や官公庁・労働組合等の窓口ご担当者を対象に「法人
顧客満足度調査」を実施し、その結果を法人営業担当の教育態勢の強化や育成プログラムの見直しに反映さ
せています。

2020年度「法人顧客満足度調査」結果

総合満足度

民間企業
官公庁・労働組合

81.7％
83.5％ 56.0％

お客さま志向を基軸とした各種取組みを確保するため、組織・個人の業績評価等に
取組結果を反映するとともに、取組内容の進捗状況を確認する指標を設定し、定期
的な検証・改善に努めます。また、お客さま志向のコンサルティングを行なうために
必要な知識・スキルを従業員が習得できるよう、充実した教育・研修に努めます。

お客さま志向の取組みの確保方針10利益相反の適切な管理方針9

■ 利益相反管理態勢と教育
当社はコンプライアンス統括部を利益相反管理全体統括部署（同部の担当執行役を利益相反管理統括
責任者）とし、対象取引の特定および利益相反管理に関する全社的な態勢を整備・検証しています。

対象取引を特定するにあたっては、「お客さまの利益を最優先に行動しているかどうか」「お客さまの情報を
利用して、不当に利益を得るおそれがあるかどうか」等の視点から取引を検証し、特定・類型化を行なったう
えで管理しています。また、新規業務の開発や法令等改正といった環境の変化にも的確に対応し、対象取引
の特定・類型化を行なっています。

当社の役職員は、お客さまとの取引において、対象取引の類型に該当するおそれがあると判断した場合は、
速やかに各所属の利益相反管理責任者・担当者に報告し、対象取引の内容に応じた管理を実施しています。
各所属での判断が困難な場合には、全体統括部署であるコンプライアンス統括部に報告し、その指示のも
とで適切な管理を実施しています。

■ 機関投資家としての責任の遂行
資産運用部門と営業部門の業務執行を分離するなど、機関投資家としての業務上の地位が営業活動におい
て不当に利用されないための態勢を構築しています。

投資先企業への議決権行使においては、社外取締役が過半数を占める監査委員会において、議決権行使結
果の検証を行ない、利益相反の防止に努めています。

取引の類型

お客さまの
利益を不当に
害するおそれの
ある取引

お客さま間の利益が相反
する可能性のある取引

主な取引例 管理方法（以下の方法を適切に
組み合わせること等により管理）

地位
濫用型

情報
利用型

上記以外

融資を条件に保険購入や保険契約（引受割合）を維持・増加させる場合、また
は保険購入や保険契約（引受割合）の維持・増加を条件に融資を行なう場合
議決権行使内容の決定を条件に保険購入や保険契約（引受割合）を維持・増
加させる場合、または、営業部門の意向を優先し、保険購入や保険契約
（引受割合）の維持・増加を条件に議決権行使内容を決定する場合

お客さまが上場会社であるＡ社の株式を大量に取引しようとしている事
実を知りながら、当該有価証券の取引を行なう場合

当社が協調融資の幹事を受託しており、かつ相対での貸付を有している
状況で、協調融資に比し、優位な条件で貸付の保全・回収等を行なう場合

敵対的買収等で、買収をしようとしている会社が複数競合している場合
に、競合する複数社に対し、それぞれ買収資金の融資を行なう場合

● 情報隔壁措置
● 一方または双方の取引の中止
● 取引の適切性の検証

● 情報隔壁措置
● 一方または双方の取引の中止
● 情報隔壁措置
● 取引条件・方法の変更
● 一方または双方の取引の中止
● 取引の適切性の検証

● 一方または双方の取引の中止
● 取引の適切性の検証

利益相反の適切な管理を行なうために、グループ利益相反管理基本方針等を定
め、お客さまの利益が不当に害されることのないよう、取引におけるお客さまとの
利益相反の可能性について正確に把握し、適切に管理・対応するよう努めます。
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■ 専門的な知識の習得に向けた教育
お客さま一人ひとりに寄り添い、適切な情報提供やご案内、ご要望に応じたお手続きのサポートなど、今の時
代に合わせた「対面・非対面を融合したアフターフォロー」により、確かな安心をお届けする営業職員（MYライ
フプランアドバイザー等）の育成に取り組んでいます。
お客さまから選ばれる人財の育成に向け、社内教育検定制度として全営業職員に対し、お客さま対応を行な
ううえでの基本的な知識やスキルを教育する「全層一律カリキュラム」を実施し、その習得・到達レベルを確認
するため、すべての営業職員を対象に「お客さま対応品質検定」を毎年実施しています。また、当カリキュラム
では、全社の教育レベルに格差が生じないよう備えておくべき知識・スキルを記載した教育冊子の定期提供
に加え、本社から双方向動画通信を活用したダイレクト教育を実施しています。加えて、資格ごとに求める知
識・スキルを明確化し、資格に応じた教育を実施して、昇格・任用試験で検証を行なっています。

より充実したアフターフォローや高度なコンサルティングをお客
さまに提供するために、国家資格である「ファイナンシャル・プラン
ニング技能士」の資格取得を推進し、生命保険の知識だけでな
く、金融商品知識や社会保障・税務知識等も備えた営業職員の育
成に力を入れています。2020年度末現在で27,406名の営業職
員がFP資格を保有しています。
また、「みんなの健活プロジェクト」において、お客さまの健康づく
りに寄り添い、応援していくため、健康に必要な一定の知識を身に
付ける「健活サポーター認定プログラム」（（一財）明治安田健康開
発財団認定）に、引き続きすべての営業職員が取り組んでいます。

教育・研修体系図

27,406名

FP資格保有者数
（営業職員）

2018年度末2016年度末 2020年度末

22,937名
24,476名

20,000

10,000

（人）

※年度末資格保有者数は、ファイナンシャル・
プランニング技能士資格保有者数（CFP・
AFP資格保有者数含む）です

お客さま志向の取組状況や定着度合いを確認・検証するための指標（KPI）として、「お客さま数」「お客さま満足度」「企
業好感度」「従業員意識調査結果」を設定し、定期的に結果を確認のうえ、公表しています。

■ お客さま志向の取組状況を確認する指標の設定

※KPI設定の考え方についてはＰ．07を、2020年度のKPIの状況についてはＰ．08を、それぞれご参照ください

層別 入社初期
（４ヵ月）

育成期間
（５ヵ月～５年目）

（準）自立期間
（６年目～）

管理者層

全層教育

層別教育

全層一律カリキュラム

お客さま対応品質検定

初期教育
カリキュラム

昇格試験

管理者教育
カリキュラム

指導者検定
育成カリキュラム

昇格検定

実践型研修

お客さま志向の取組みの確保方針10 寄稿

消費者市民社会をつくる会・ASCON

（元消費者庁長官）

　新型コロナウイルス感染症の猛威が世界中を覆い、
感染により毎日大勢の人々の命が失われているだけ
でなく、人々のくらしも経済活動も追いつめられ、危機
的状況にあります。
　コロナ禍発生以降、非正規雇用者は真っ先に切り捨
てられ、失業が長期化する中で孤立を深める人が増加
して、自殺者数も増えています。特に女性の自殺者数
の割合が大幅に増えているのが特徴です。
　また、失業はしていなくても、「在宅勤務」などのスト
レスで、家庭内暴力や「うつ病」などが増加し、家庭崩
壊も問題となっています。居場所を失った子どもたち
や友だちと遊べない子どもたち、そして若者たちの精
神的苦痛は測り知れず、さらに高齢者の不安と孤独は
高まる一方です。
　このような“現実”を目の前にし、日本の企業が果た
さなければならない責任は、“人々に寄り添い支えるこ
と”ではないでしょうか。最近はさまざまな企業の取組
みを聞くことが多くなりましたが、明治安田生命の取
組みを拝見しますと、新型コロナウイルス感染症を踏
まえた取組みとして、「保険料払込猶予期間の延長」を
はじめ、「保険金・給付金の支払い」、「非対面による手
続きの拡充」、「寄付活動」など、積極的な姿勢が目立ち
ます。お客さま満足度も過去最高値を記録したとのこ
と。心から敬意を表します。
　これらの迅速な対応を可能にしている理由は、やは
り「消費者志向経営」をベースとした企業理念が従業
員の間に広く浸透しているからではないかと思いま
す。とりわけ、地域のアドバイザーのみなさんの、“安心
してくらせる地域づくり”への参画が素晴らしいので
はないでしょうか。健康セミナーなどの自治体と協働
した取組みや、スポーツを通した取組みを広げること
により、地域住民に安心感を与えていると思います。

　消費者庁においても、高齢者等の消費者被害の防
止の観点から、「高齢者等の見守りネットワーク」の形
成と活動を呼び掛けていますが、地域でのつながりが
あってこそ、成果を発揮し、その情報がご近所の孤立
しがちな方々への“声かけ”につながります。
　２０１５年に国連総会で採択された「持続可能な開
発目標（SDGｓ）」についての２０３０アジェンダ前文に
は、すべての国とすべてのステークホルダーが「共同
の旅路に乗り出すにあたり、誰一人取り残さないこと
を誓う」と決意が述べられています。しかし、２０２０年
１０月公表の報告では、「８０代の高齢者がコロナウイ
ルスで命を落とす可能性は平均の約５倍に」、「休校で
給食を食べられなくなった子どもは３億7，９００万人
に上る見込み」など、現在の危機的状況が述べられて
います。
　人々の命と健康の持続が「持続可能な社会」をつく
ります。私たちはこのことを肝に銘じ、いま苦しんでい
る人々から目をそらさず、自分にできる“優しい行動”
に取組みたいものです。明治安田生命の“元気づくり”
事業の推進に期待します。

「消費者志向経営」と “持続可能性”

阿南 久氏
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